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定款が会社を拘束するルールと解される以上, 定款規定の文言 (内容) は
明確かつ具体的 (詳細) であることが望まれるが, 柔軟かつ機動的な経営
を可能にするため, 定款の規定内容を基本的な事項までに留め, その細目
については, 取締役会規則 (規程・規定) 等の内規
(２)
で定めるというのが一
般的である｡ 例えば, 取締役会規則については, 定款による授権がなくて
も取締役会決議のみを以て制定可能であり
(３)
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(２) 取締役会規則とは, 狭義では, 取締役会の会議自体の運営に関わる事
項 (会議の種類, 構成, 招集手続, 招集権者, 議長, 決議事項, 決議方法
等) が定められるものであり, 広義では, 取締役会において制定される一
切の規則・規程 (株式取扱規則, 株主総会議事運営規則, 役員候補者の基
準, 役員退職慰労金規程, 定年制内規, 給与規程, 就業規則, 経理規定,
職務権限規程等) をいうとされる (東京弁護士会会社法部編 『新・取締役
会ガイドライン [第２版]』 (商事法務, 2016年) 451頁) が, 本稿では,
取締役会規則の広義の意味として ｢内規｣ という語を用い, また, ｢取締
役会規則｣ を狭義の意味として扱うことにする｡
(３) 東京弁護士会会社法部編・前掲注 (２) 452頁｡
(４) 別冊商事法務編集部編 『改正会社法下における取締役会の運営実態：




























そこで, 本稿では, 第一に, 経営の機動性を保持しながら, 内規のデメ
論
説
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(６) 片山義勝 『株式會社法論 [第４版]』 (中央大学, 1917年) 943頁｡
(７) 大森忠夫 ｢アメリカ会社法における附属定款 (By-law)｣ 松本先生古
稀記念 『会社法の諸問題』 (有斐閣, 1951年) 263264頁｡
(８) デラウェア州等における名称であり (See, Delaware General Corpora-
tion Law 104, 242), その名称は各州の会社法によって異なる｡ 例えば,
カリフォルニア州会社法では Articles of Incorporation と呼ばれる (See,




(10) 大森・前掲注 (７) 263頁参照｡
(11) 服部栄三 ｢会社の定款｣ 綜合法学２巻６号 (1959年) 1516頁｡
問題提起が為されたのは今から100年以上も前のことではあるが, 先覚に
よる提言の本質を的確に理解するとともに, 殊に内規を便宜的に活用する
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(12) なお, 当該立法論に対するものではない (当該立法論に言及していな
い) が, 附属定款 (論者が用いる訳語に従うと, 附随定款) に相当する
規定を取締役会決議によって定めて会社内部の法律関係を明らかにするの
がわが国の株式会社の実務として適当であるとする見解が唱えられたこ
とがある (並木俊守 ｢アメリカの株式会社の附随定款について (Accounting
Clinic)｣ 企業会計21巻２号 (1969年) 158頁)｡
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(14) John C. Coffee Jr., The Bylaw Battlefield : Can Institutions Change the
Outcome of Corporate Control Contests?, 51 U. Miami L. Rev. 606 (1996).
(15) See, id. at 613615.
(16) See, CA Inc. v. AFSCME Employees Pension Plan, 953 A.2d 227 (Del.
2008).
(17) 上柳克郎ほか編 『新版注釈会社法 (2)』 (有斐閣, 1985年) 55頁 [中
西正明], 酒巻俊雄＝龍田節編 『逐条解説会社法 (1)』 (中央経済社, 2008
年) 236頁 [酒井太郎], 江頭憲治郎＝門口正人編 『会社法大系 (1)』 (青
されており
(18)














そして, かかる原始定款の作成は, 発起人によって為される (会社法26
条１項)｡ また, 原始定款は公証人の認証を受けることを要する (会社法
30条１項) が, これは定款の内容を明確にし, 後日の紛争と不正行為を
防止するためである
(23)
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林書院, 2008年) 192193頁 [清水毅], 江頭憲治郎 『株式会社法 [第７版]』
(有斐閣, 2017年) 67頁｡
(18) 松本烝治 『日本會社法論』 (巖松堂書店, 1929年) 91頁, 森本滋 『会
社法 [第２版]』 (有信堂高文社, 1995年) 66頁注１, 坂井隆一 『会社法要
論 [第４版]』 (法律文化社, 2001年) 27頁, 加美和照 『新訂会社法 [第10
版]』 (勁草書房, 2011年) 92頁｡
(19) 松本・前掲注 (18) 9192頁｡
(20) 松本・前掲注 (18) 92頁｡
(21) 森本・前掲注 (18) 65頁, 坂井・前掲注 (18) 27頁, 加美・前掲注
(18) 92頁｡
(22) 江頭憲治郎編 『会社法コンメンタール (1) 総則・設立 (1)』 (商事法
務, 2008年) 269頁 [江頭憲治郎], 酒巻＝龍田編・前掲注 (17) 236頁
[酒井]｡ なお, 大判昭和５年９月20日新聞3191号10頁を参照されたい｡
(23) 加美・前掲注 (18) 92頁｡
(24) 清水新 ｢定款変更の概念｣ 小池隆一博士還暦記念論文集 『比較法と私




そして, 定款記載事項には, 絶対的記載事項 (会社法27条・37条・98
条・113条１項), 相対的記載事項 (会社法29条参照), 及び任意的記載事
項 (会社法29条) がある
(26)
｡ まず, 絶対的記載事項とは, 定款に必ず記載
又は記録しなければならない事項であり, これを記載又は記録しないとき
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(25) 清水・前掲注 (24) 282頁｡ また, 社団法人の生成において, 定款作
成が最高・最重要のものであり, その他の諸事項はそれに随伴し, それを
補助するものであるとも述べられている (清水・同283頁注３)｡
(26) なお, 定款中に条項が置かれても, 強行法規に違反するか, 又は定款
の性質にそぐわないために会社法上の効力を生じない事項を無益的記載事
項という (泉田栄一 『会社法論』 (信山社, 2009年) 102頁, 江頭・前掲注
(17) 77頁注16)｡
(27) 江頭編・前掲注 (22) 276頁 [森淳二朗]｡
(28) 上柳克郎ほか編 『新版注釈会社法 (12)』 (有斐閣, 1990年) ９頁 [実
方謙二], 大隅健一郎＝今井宏 『会社法論 (中) [第３版]』 (有斐閣, 1992
年) 525頁, 田中誠二 『会社法詳論 (下) [３全訂版]』 (勁草書房, 1994年)
1080頁｡
(29) 並木俊守 ｢定款＝会社の根本規則｣ 企業会計35巻10号 (1983年) 97頁｡
在である｡ 定款変更は強行法規 (及び株式会社の本質) に反しない限り自
由に行うことができる
(30)
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(30) 森本・前掲注 (18) 358頁｡
(31) 米津昭子 ｢定款の作成と変更｣ 法學研究51巻12号 (1978年) 14頁, 加
藤徹 『会社法』 (中央経済社, 2004年) 282頁, 泉田・前掲注 (26) 722頁,
江頭・前掲注 (17) 838839頁｡ 定款変更の範囲については, 会社存在の
同一性を表す会社の商号や目的の変更も認められており (加藤・同282頁),
また, 定款に定款不変更の規定を設けても無効とはいえず, 定款変更手続
により変更できるとされている (米津・同14頁, 泉田・同722頁)｡ なお,
会社設立時の定款作成とは異なり, 会社成立後の定款変更には公証人の認
証は不要である (江頭・同68頁注１, 839頁)｡
(32) 米津・前掲注 (31) 14頁, 森本・前掲注 (18) 357頁, 鈴木薫編 『新
会社法読本』 (税務経理協会, 2010年) 220頁 [鈴木薫]｡ もっとも, 発行
可能株式総数の定めは, その記載を要求する趣旨から会社設立後も必要な
ことが明らかであるため, 定款変更により廃止し得ず (会社法113条１項),
また, 会社の目的, 商号, 本店所在地は, 会社存続上不可欠であるため,
定款変更により削除し得ないと解されている (土井万二＝内藤卓編 『会社























規定に続けて, 定款とは異なる規則 (取締役会規則) への授権を定めてい
る
(38)
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的定めについての定款変更 (会社法109条２項・309条４項) である｡
(35) 田中耕太郎 『改訂会社法概論 (下)』 (岩波書店, 1955年) 480頁, 上
柳ほか編・前掲注 (28) 17頁 [実方], 大隅＝今井・前掲注 (28) 526頁,
橋紀夫 『会社法』 (嵯峨野書院, 2015年) 396頁｡
(36) 上柳ほか編・前掲注 (28) 17頁 [実方]｡
(37) 並木・前掲注 (29) 97頁参照｡ なお, 定款変更は株主総会の特別決議
を要するため, 定款規定は出来る限り簡単なものとし, 度々の変更の必要
がないようにしておくことが好ましいと指摘されていた (横田正雄 ｢経営
学からみた定款規定 (下)｣ 商事法務763号 (1977年) 19頁)｡
(38) 別冊商事法務編集部編・前掲注 (４) 6970頁｡
(39) 奥島孝康ほか編 『新基本法コンメンタール会社法 (２) [第２版]』
(日本評論社, 2016年) 465頁 [得津晶]｡
された｡ それより前は総株主の半数以上で資本の半額以上に当たる株主の
出席を要した上で出席した株主の議決権の過半数を以て決議要件とされて













和25 (1950) 年商法改正から後についても略述すると, 平成13 (2001)
年６月商法改正により, 株主総会の定足数の算定基礎が発行済株式総数か
ら議決権総数に変更され, 平成14 (2002) 年商法改正により, 定款の定
めによって議決権総数の３分の１に相当する株式を保有する株主の出席で
足るとするまでに定足数の要件が緩和された｡ 斯くして, 株主の多数決に
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(40) 鈴木竹雄＝石井照久 『改正株式會社法解説』 (日本評論社, 1950年)
127129頁｡ 加えて, 鈴木＝石井・同309310頁も参照されたい｡
(41) 鈴木＝石井・前掲注 (40) 130頁｡
第２章 米国の定款制度
第１節 概説
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(42) 森本・前掲注 (18) 357頁｡
(43) 大森・前掲注 (７) 242頁｡
(44) 長浜・前掲注 (９) 38頁｡
(45) James D. Cox & Thomas Lee Hazen, The Law of Corporations (3d ed.),
Vol. 1, St. Paul, MN: West, 188 (2010). なお, 会社設立前契約において,
設立前の会社の見解 (基本定款の内容) を明記することを関係者が (会社
を設立しようとする者に対して) 第一に要求する場合も稀有な事例ながら









である｡ 最も重要な概念が契約自由 (の原則) であるところ, 基本定款に
は, 会社において最も重要な ｢カスタマイズ｣ 機能があると考えられてい









である旨, ２種類以上の場合における株式総数, 各種類株式の数, 及び額
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(46) Id., The Law of Corporations (3d ed.), Vol. 2, St. Paul, MN: West, 470
(2010).
(47) See, Delaware General Corporation Law 102(b)(1).
(48) Cox & Hazen, supra note 46, at 470. なお, 取締役会の権限は, 基本定
款又は州法の規定によって別段の制限がある場合を除き, あらゆる種類の
契約の締結, 債務の負担, その他の行為の承認に及び, そして, 企業取引
を実行するための取締役会の権限に対する法定の制限は, 株主の承認が法
律上必要とされる種類の取引である場合に生じるものとされる (Id., The
Law of Corporations (3d ed.), Vol. 4, St. Paul, MN: West, 259 (2010))｡
(49) William T. Allen & Reinier Kraakman, Commentaries and Cases on the






さて, デラウェア州会社法によると, 基本定款を変更するには, 取締役

















附属定款は組織規範に関する文書 (constitutional documents) の中で最





｡ より具体的な説明を加えれば, 附属定款には, 役員, 取締役, 及


















266(1344) 法と政治 70巻 4号 (2020年 2月)
(50) Delaware General Corporation Law 102(a)(1)(6).
(51) Delaware General Corporation Law 242(b)(1).
(52) Cox & Hazen, supra note 48, at 275.
(53) Id. at 275276.
(54) Allen & Kraakman, supra note 49, at 84.
のかについての事項等が規定される
(55)
｡ ただし, 附属定款 (の内容) は合理
的でなければならず, また, 会社が準拠する州法に抵触することは許され
ず, さらには, 法令の方針に反して株主の権利を過度に制限することも認
められない｡ すなわち, 附属定款は, 法令及び基本定款の両方に従属して







さて, 附属定款を採択, 変更, 又は撤廃する権限は, 主に株主に帰属
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(55) Cox & Hazen, supra note 45, at 214.
(56) Id. at 215.
(57) Id. at 216.
(58) See, Model Business Corporation Act 10.20. ただし, 取締役会の権限
が制限される場合がある (See, Model Business Corporation Act§10.20(b))｡
(59) Cox & Hazen, supra note 45, at 217.
(60) Rogers v. Hill, 289 U.S. 582 (1933).
(61) See, Jill E. Fisch, Governance by Contract : The Implications for Corporate
ウェア州会社法の規定を概観する｡
附属定款には, 会社の事業, その業務の遂行, 及び会社の権利又は権限,
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Bylaws, 106 Calif. L. Rev. 391 (2018).
(62) Delaware General Corporation Law 109(b).
(63) Delaware General Corporation Law 141(b).
(64) Delaware General Corporation Law 141(d).
(65) Delaware General Corporation Law 211(a).
(66) Delaware General Corporation Law 211(b).
(67) Delaware General Corporation Law 211(d).




編 『米国会社法』 (有斐閣, 2009年) 62頁注23 [斉藤真琴])｡



















｡ 例えば, 2015年は, プ
ロキシー・アクセス (proxy access) に関する附属定款規定が飛躍的に展
開した年であるとされ, プロキシー・アクセスを採用する旨のほとんどの
提案は, 株主の過半数 (a majority of shareholders) の支持を受けたよう
である
(74)
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(71) Fisch, supra note 61, at 378.
(72) Jay B. Kesten, Towards a Moral Agency Theory of the Shareholder Bylaw
Power, 85 (3) Temp. L. Rev. 486487 (2013).
(73) Fisch, supra note 61, at 375.
(74) Fisch, supra note 61, at 382.
(75) なお, 2010年初め, デラウェア州衡平法裁判所の裁判官は, デラウェ
ア州の会社に対して株主が訴訟を起こし得る場所を制限する附属定款を採
用することを提案 (推奨) し, 2013年にデラウェア州衡平法裁判所が (法
的に) 有効性を認める前でさえも250社を超える上場企業が裁判地の選択
に関する附属定款を採択したようである (Lynn M. LoPucki, Delaware’s










この点につき, 以下の４種類のメルクマールが Coffee ( John C., Jr.)
教授によって提唱された｡ 第一に, 通常 (日常) 業務についての内容か,
それとも原理 (根本) 的な内容かという基準である｡ 米国の会社法による
と, 株主は通常の経営決定についての承認又は拒否権を与えられてはいな
いが, 根本的な企業変革 (例えば, 合併, 全資産の売却, 清算, 基本定款
の変更) には株主の承認が要求されると説明されている｡ 第二に, 積極的
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Delaware Be Dethroned? : Evaluating Delaware’s Dominance of Corporate Law,
Cambridge, U.K. : Cambridge University Press, 37 (2018))｡
(76) Fisch, supra note 61, at 375.
(77) Coffee, supra note 14, at 606.
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(78) Id. at 613615.
(79) Kesten, supra note 72, at 496.












それは, CA, Inc. v. AFSCME Employees Pension Plan, 953 A.2d 227 (Del.
2008)
(82)




して, 米国証券取引委員会 (the United States Securities and Exchange
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(80) Id. at 497.
(81) Ibid.
(82) 邦語による判例評釈として, 楠元純一郎 ｢取締役選任と委任状勧誘に
かかる費用の帰属｣ 商事法務1932号 (2011年) 44頁がある｡ また, 当該判
決を比較的詳細に分析している邦語による論稿として, 藤林大地 ｢米国に
おける委任状勧誘制度：取締役の選任に係る勧誘規制と近時の動向を中心





2. CA v. AFSCME 判決
(1) 事実の概要
CA, Inc. (以下, ｢CA社｣ とする) はデラウェア州の会社である｡ なお,
CA社の取締役会は12名で構成されており, 全ての取締役の任期は１年で
ある｡ CA社の株主である AFSCMEは, 2008年３月13日, 株主提案
(83)
(以
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(83) 米国における株主提案の要件としては, まず, 提案株主は議決権株式
の１％以上又は市場価格で2,000ドル以上の株式を提案提出日 (株主総会
開催日) までの１年間以上保有しなければならない (17 C. F. R.240.14a
8(b)(1))｡ また, 各株主は特定の株主総会につき１個の提案しか提出す
ることができない (17 C. F. R. 240.14a8(c))｡ さらには, 提案 (その
理由を含む) は500語以内という制限がある (17 C. F. R. 240.14a8(d))｡
なお, 株主提案の提出期限は委任状勧誘資料の発送日の120日前である
(17 C. F. R. 240.14a8(e)(2))｡ そして, 提案株主は提案を発表するた
めに自らが株主総会に出席するか, 州法により資格の認められる代理人を




る (17 C. F. R. 240.14a8(h)(3))｡
款を委任状勧誘資料から除外する意図を, SECの企業財務部 (Division of





アクションレター｣ を CA社は要求した｡ 当該要求 (書) にはデラウェア




それに対して, AFSCMEは, 2008年５月21日, CA社の要求に対して,
CA社とは反対の法的見解を示した文書を付して応答した｡ AFSCMEの































金額に関係することが挙げられる (17 C. F. R. 240.14a8(i)(1)(13))｡
ただし, 会社が株主提案を排除するには一定の手続を要し, 会社が SEC
に対して委任勧誘状 (資料) を提出する80日前まで (期限を逸した正当事
由がある場合は除く) に SECに排除事由を提出しなければならない (17
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(85) See, 17 C. F. R. 240.14a8(i)(1).
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CA v. AFSCME 判決は, 取締役から信認義務を行使するための (償還
を行わない決定も為し得る) 裁量権を完全に奪うような内容の附属定款を
違法と判示した｡ 当該判決は, Paramount Communications, Inc. v. QVC
Network, Inc., 637 A.2d 34 (Del. 1994), 及び Quickturn Design Systems,
Inc. v. Shapiro, 721 A.2d 1281 (Del. 1998) を引用している｡ 前者は, 買収
対象企業 (Paramount) の取締役が公開買付の競合他社 (QVC) と株主利
益最大化のための買付条件について交渉することを妨げるような友好的公
開買付者 (Viacom) との合併契約における ｢ノーショップ (no shop)｣
条項を無効にし, 後者については, 買収対象企業 (Quickturn) の取締役
が敵対的株式公開買付への防御策として ｢償還延期条項 (delayed redemp-
tion provision)｣ を含む ｢ポイズン・ピル｣ を採用したところ, 償還延期
条項は, 新たに選任された取締役会が行うポイズン・ピルの償還を６ヶ月
間妨げることにより委任状勧誘の努力を阻止することを目的にしていると
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(88) Kaplan v. Block, 183 Va 327, 31 S.E. 2d 893 (1944).
(89) Bechtold v. Stillwagon, 119 Misc. 177,195 N.Y. Supp. 66 (Sup. Ct. 1922).
(90) 会社とその役員, 取締役, 及び株主との間の関係 (紛争解決方法を含
む) は, 完全に契約によって定めることができるとされる (LoPucki, supra
note 75, at 53)｡
(91) Fisch, supra note 61, at 373. See, ATP Tour, Inc. v. Deutscher Tennis
Bund, 91 A.3d 554 (Del. 2014); Boilermakers Local 154 Ret. Fund v. Chevron
Corp., 73 A.3d 934 (Del. Ch. 2013).
(92) Kesten, supra note 72, at 508.
(93) Frederick H. Alexander & James D. Honaker, Power to the Franchise or
the Fiduciaries? : An Analysis of the Limits on Stockholder Activist Bylaws, 33




してきたという｡ すなわち, CA v. AFSME 判決は, 以下の①から④の判
断を補強するために, その後の事案で引用されてきた｡ ①デノボ・レビュー
(de novo review) は, 認定された法律問題に対する適切な審査基準であ







｡ このように, 後続の判例法に対する CA v. AFSCME 判決の影響は限
定的であったにもかかわらず, 2009年, デラウェア州議会は, 取締役選
任プロセスを規制するための株主提案による附属定款を明示的に承認する
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(94) Zachary N. Lupu, Fear of Commitment : Why CA, Inc. v. AFSCME Leaves
Mandatory Advancement Bylaws Undisturbed, 80 Fordham L. Rev. 1779(2012).
(95) Ibid. See, Delaware General Corporation Law 113.
じて経営に関与することを望む株主の権利は取締役の経営権限に凌駕され
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(96) なお, 明治32 (1899) 年制定の商法における株主総会は, 他の機関の
構成員の選任及び解任権を有し, その他の重要事項についても最終決定権
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に関しても決議することができる (法定事項以外を決議した場合でも当該
総会決議は取締役を拘束する) 万能機関であると解されていた (前田重行





(97) 鈴木編・前掲注 (32) 32頁 [金子勲]｡
(98) 米国の公開会社の特徴は, 所有と経営が分離している点にあるとされ
ている｡ すなわち, その特徴として, 会社を共同で経営するための必要な
資質を欠く株主が会社の経営を取締役会に委ね, 取締役会が業務に関する
















ても効力が生じるものとされる (会社法29条参照) ため, 定款において
定めなくても法的には何ら問題がないといえる｡ しかし, 同じ内容の規定
であるにもかかわらず, 定款に記載するか, それとも内規として定めるか
の違いにより, 法的効果が著しく異なる場合がある｡ 例えば, 取締役会規
則は取締役会内部における自主的なルールであることを以てそれを株主に
対して開示する義務はないが, 同じ内容が定款に記載されると, それは株
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(99) 中村一彦 ｢判批｣ 法律のひろば36巻６号 (1983年) 74頁, 鈴木千佳子
｢株主総会による取締役の解任に関する一考察｣ 法学研究66巻１号 (1993
年) 182頁, 橋紀夫 ｢取締役・監査役解任の正当事由について：裁判例
の分析を中心にして｣ 法學新報106巻７号 (2000年) 358頁, 岩原紳作編
『会社法コンメンタール (7) 機関 (1)』 (商事法務, 2013年) 535頁 [加藤
貴仁], 弥永真生 『リーガルマインド会社法 [第14版]』 (有斐閣, 2015年)
160頁, 近藤光男 ｢判批｣ 岩原紳作ほか編 『会社法判例百選 [第３版]』
(有斐閣, 2016年) 93頁｡
(100) 前田庸 『会社法入門 [第13版]』 (有斐閣, 2018年) 453頁｡





















えられる｡ そして, 米国の判例を見ると, 学説と概ね同様の考え方を採用
しているものと思われ, 例えば, 前章において詳細に紹介した CA v.
AFSCME判決は, 取締役の裁量権限を留保する旨の文言のない (取締役が
信認義務に基づく裁量権を行使できなくなるような内容の) 附属定款をデ
ラウェア州会社法に違反すると判示している｡ また, より近時の Gorman
v. Salamone, 2015WL 4719681 (Del. 2015) は, 株主が会社の役員を直接
解任できるとする旨の附属定款への変更は無効であると判示している｡ 当










































組みではない (そのようにあるべきではない) と考える｡ すなわち, 株主
論
説
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(102) なお, ニューヨーク州事業会社法及びカリフォルニア州会社法におい
ても同様の原則が規定されている (See, New York Business Corporation
Law 701 ; California General Corporation Law 300 (a))｡
(103) なお, 米国の会社の取締役が有する会社の経営権限 (業務上の意思決
定権限) は正式な (固有の) 法的権限であるとされている (Robert C.
Clark, Corporate Law, Boston and Toronto : Little, Brown and Company, 105
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(105) LoPucki, supra note 75, at 54.
(106) 田中耕太郎 ｢組織法としての商法と行為法としての商法｣ 同 『商法學：
一般理論』 (春秋社, 1954年) 236頁 (初出：法学協会雑誌43巻７号 (1925
年)), 石井照久＝鴻常夫 『会社法 (1)』 (勁草書房, 1977年) 79頁, 窪田
宏 『会社法 (上) [全訂３版]』 (晃洋書房, 1992年) ３頁, 鈴木竹雄＝竹
内昭夫 『会社法 [第３版]』 (有斐閣, 1994年) 34頁, 森本・前掲注 (18)
4344頁, 坂井・前掲注 (18) 19頁, 龍田節＝前田雅弘 『会社法大要 [第
２版]』 (有斐閣, 2017年) 29頁｡
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Adequate Decision-Making Bodies to Amend the Articles
of Incorporation of Stock Company :
With Reference to the By-law System in the United States
Kazuki FUJITA
In general, only the basic contents are stipulated in the articles of incorpo-
ration of Japanese companies. Many of the details are defined by internal
regulations. Such internal regulations may be determined by the board of di-
rectors. Also, some internal regulations are not disclosed to shareholders.
Therefore, the control of stockholders does not reach for internal regula-
tions. In this situation, it is impossible to avoid losing substance of the
authority to amend the articles of incorporation that shareholders have.
However, there is a rational reason for the active use of internal regulations
that can be established by resolution of the board of directors. The reason is
that it contributes to agile company management.
First, this paper presents a legislative theory that gives the board the
authority to amend the articles of incorporation. The legislative theory uses
the by-law system in the United States as a reference. If the board of direc-
tors has the authority to amend the articles of incorporation, it is possible to
amend the articles of incorporation quickly. As a result, the significance of ac-
tively using internal regulations is diminished. The authority to amend the
articles of incorporation remains at the general meeting of shareholders, so
if the board of directors sets inappropriate provisions of the articles of incor-
poration, shareholders can amend or repeal it. Consequently, the legislative
theory in this paper can be a measure to ensure that shareholders effectively
control the company through amendments to the articles of incorporation.
Second, this paper examines the extent of involvement of shareholders in
company management based on the authority to amend the articles of incor-
poration. It also researches the theories and precedents in the United States
in order to obtain suggestions. According to the presented legislative theory,
論説
法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 289(1367)
both the general meeting of shareholders and the board of directors are
authorized to amend the articles of incorporation. Then, the articles of incor-
poration system itself may fail unless the distribution of authority between
the two is clarified. As a result of the study, this paper shows a certain con-
clusion that it will not be allowed to establish provisions of the articles of in-
corporation that deprive directors of discretion in management decisions if
the general meeting of shareholders amends the articles of incorporation.
